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第１ はじめに

本県の「食の安全・安心」を取り巻く状況は、平成２３年３月に発生した東日本大震

災及び東京電力株式会社福島第一原子力発電所における事故により大きく変容し、「食

の安全・安心」の確保に向けて、これまでの食品供給行程（フードチェーン）の各段階

における重点的な監視指導に加え、新たに食品中の放射性物質についての対応が必要と

なりました。

そこで、県では、「食の安全の確保」、「食の安心の実現」、そして「食品中の放射性物

質対策」を３つの柱とする「ふくしま食の安全・安心に関する基本方針」及び「ふくし

ま食の安全・安心対策プログラム」（プログラムの期間：平成２４年度～平成２６年度）

を平成２４年１１月に策定し、各種施策を積極的に実施して「食の安全・安心」の確保

に努めてまいりました。また、平成２７年７月に本プログラムの実績を評価・検討し、

新たに第２期プログラム（プログラムの期間：平成２７年度～平成２９年度）を策定し

たところであり、引き続き「食の安全・安心」の確保に努めております。

食品中の放射性物質対策のほか、表示違反等の不良食品、食品営業施設におけるノロ

ウイルスを原因とする大規模な食中毒、腸管出血性大腸菌を原因とする広域的な食中毒

も発生していることなどから、県では、関係機関と連携しながら、各種施策を的確に実

施して、食の安全と消費者の安心の確保に向けて取り組んでまいります。

第２ 趣旨

福島県食品衛生監視指導計画は、食品衛生上の危害を未然に防止し県民の健康を保護

することを目的とし、本県における食品、添加物、器具又は容器包装（以下｢食品等｣と

いう。）の生産、製造、加工、流通、販売、消費の各段階において監視指導等を重点的、

効率的かつ効果的に実施するため、「ふくしま食の安全・安心に関する基本方針」及び

「ふくしま食の安全・安心対策プログラム」の内容を踏まえながら、食品衛生法（昭和*

２２年法律第２３３号：以下｢法｣という。）第２４条の規定に基づき策定するものです。

第３ 基本的事項

１ 実施期間

平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日までの１年間
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２ 地域

郡山市及びいわき市を除く県内全域（以下｢県内｣という。）

なお、中核市である郡山市及びいわき市は、それぞれ市の食品衛生監視指導計画を

策定しています。

３ 対象施設及び対象者

・法の規定に基づく営業施設、食品等事業者等*

・と畜場法（昭和２８年法律第１１４号）の規定に基づくと畜場、と畜業者等* *

・食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律（平成２年法律第７０号：以下「食

鳥処理法」という。）の規定に基づく食鳥処理場、食鳥処理業者等* *

・消費者

第４ 実施体制等

それぞれの役割分担については、別表１のとおりです。

１ 監視指導等

（１）保健福祉事務所（保健所）

県内６か所の保健福祉事務所に配置した食品衛生監視員 が食品等事業所の監*

視指導等を行います。

また、会津保健福祉事務所に配置したと畜検査員がと畜場 の監視指導等を行*

います。

（２）食肉衛生検査所

食肉衛生検査所に配置したと畜検査員及び食鳥検査員がと畜場 及び食鳥処理*

場の監視指導等を行います。*

（３）保健福祉部食品生活衛生課

食の安全・安心に関わる施策の方針や計画を策定し、各保健福祉事務所及び食

肉衛生検査所と連携のうえ各種施策を実施します。

また、食の安全・安心に関わる事案に対しては、各保健福祉事務所、庁内、国、

他の都道府県等との連絡調整を行いながら対応するとともに、必要な情報につい

て公表を行います。

２ 検査機関

（１）試験検査実施機関

ア 衛生研究所

食品衛生監視員が収去した食品等の検査を実施します。* *
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イ 食肉衛生検査所

と畜場 及び食鳥処理場 で処理された豚、鶏等の食肉及び食鳥肉の検査を実* *

施します。

ウ その他

登録検査機関に検査を委託する場合には、必要に応じて試験の実施状況を確

認するとともに、随時、精度管理の実施状況を確認します。

（２）試験検査体制の整備

試験検査実施機関における信頼性確保部門による内部点検の定期的な実施、外

部精度管理調査の定期的受検等により、試験検査実施機関の技術向上及び信頼性

確保のための取組みを行うとともに、必要な検査機器の整備及び検査員に対する

技術研修の実施に努めます。

３ 食品衛生監視員等の育成*

食品衛生監視員 、と畜検査員及び食鳥検査員を各種研修会や会議等へ派遣し、専*

門知識の習得及び技術の研鑽を図り、資質の向上に努めます。

（１）食品衛生監視員会議及び研修会の実施*

（２）食肉・食鳥肉検査技術研修会の実施

（３）食品衛生・環境衛生業務研修会の実施

（４）ＨＡＣＣＰ指名監視員養成講習会への派遣*

（５）国が実施する研修会への派遣

（６）その他試験検査技術等に関する研修会への派遣

４ 関係機関との連携

（１）国及び他自治体

広域的に流通する食品の監視指導及び広域的な食中毒の発生や違反食品発生時

の調査のため、国（厚生労働省、消費者庁、地方厚生局等）、他の都道府県等と

の連携により、迅速かつ的確な対応を図ります。また、必要に応じ、地方農政局

（支局を含む）、（独）農林水産消費安全技術センター等との連携を図ります。

（２）中核市

郡山市及びいわき市との緊密な連絡及び連携体制を確保し、食品安全事業を推

進します。

（３）他法令を所管する部局

生産段階に係る食品安全確保対策については農林水産部と連携して、迅速に対

応します。

また、「食品表示法 （平成２５年法律第７０号）」及び「不当景品類及び不当*
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表示防止法（昭和３７年法律第１３４号：以下｢景品表示法｣という。）」等の食品

の表示に関する事項については、農林水産部、生活環境部等と連携して対応に当

たります。

（４）食品の安全に関する関係部局等との調整

食の安全・安心に関わる施策の方針及び計画の策定、並びに進行管理について

は、関係部局等で構成する｢ふくしま食の安全・安心推進会議｣において対応しま

す。

また、県民の食の安全・安心に対する信頼を大きく揺るがし、かつ、県民に与

える影響が大きい事案が発生した際は、関係部局等で構成する｢福島県食の安全

対策本部｣において、県民の健康保護を最優先として迅速な対応に当たります。

（５）食品関係団体との連携

（公社）福島県食品衛生協会、（一社）福島県調理師会等の食品関係団体との

連携を図り、食の安全に係る各種事業を実施します。

第５ 監視指導の内容

１ 基本的方針

監視指導の実施に当たっては、以下の基本的事項について留意しながら実施します。

（１）一般的事項

ア 食品営業施設（製造、加工、流通、販売）

次の項目の適合を確認し、その遵守を徹底します。

また、福島県食品衛生法施行条例（平成１２年福島県条例第８０号：以下「条

例」という。）第３条の管理運営基準に規定する「ＨＡＣＣＰ （危害分析・重* *

要管理点方式）を用いる場合の基準」に基づき、食品製造施設を中心に広くＨ

ＡＣＣＰの導入を推進します。*

(ｱ) 腐敗・変敗、有害・有毒物質の混入等、病原微生物の汚染、不衛生食品で

ないこと。（法第６条各号）

(ｲ) と畜検査 、食鳥検査 により、異常がないと判定された獣畜 及び家きんの* * *

肉であること。（法第９条）

(ｳ) 使用が認められた添加物であること。（法第１０条）

(ｴ) 食品等の成分規格 、製造基準 、調理加工基準、保存基準等に適合するこ* *

と。（法第１１条第１項等）

(ｵ) 器具、容器包装等の成分規格 、製造基準に適合すること。（法第１８条第* *

１項）
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(ｶ) 器具又は容器包装の表示に係る基準に適合すること。（法第１９条第１項）

(ｷ) 食品及び添加物の表示に係る基準に適合すること。（食品表示法）*

(ｸ) 施設の衛生管理に当たっては、管理運営基準に適合すること。*

（条例第３条）

(ｹ) 施設基準 に適合すること。（条例第４条）*

(ｺ) 食品等事業者の自主管理の徹底に関する事項*

ａ 販売食品等の安全性の確保に係る知識及び技術の習得

違反食品（表示違反を含む。）の発生を防止するため、従事者に対する衛

生教育の充実

ｂ 原材料の安全性の確保

(a) 使用する添加物の確認

(b) 使用原材料の点検及び確認の徹底（添加物やアレルゲンを含む食品に

関する表示の徹底のため）

(c) 使用原材料の放射性物質 検査や残留農薬検査の実施等による安全性*

の確認

(d) 使用原材料の期限表示の確認*

(e) 使用薬剤等の厳重な保管管理の徹底

(f) 製品検査による異常品の排除の徹底

(g) 原材料に関する記録の作成及び保存の徹底

ｃ 使用水（井戸水等）の管理の徹底

ｄ 健康被害等の情報提供の徹底

ｅ 製造基準の確認及び遵守*

ｆ 製造作業等の作業手順書の作成及び手順書に従った作業の徹底

ｇ 製造管理等に関する記録の作成及び保存の徹底

ｈ 販売食品等の管理の徹底

(a) 自主検査の実施（添加物の検査、放射性物質の検査を含む。）*

(b) 科学的、合理的根拠に基づいた期限の設定

(c) 期限表示の確認*

(d) 販売食品等の出荷状況等に関する記録の作成及び保存の徹底

ｉ 異物混入防止対策の徹底

ｊ 低温保管等の温度管理及び保管期間（期限切れ食品の排除を含む。）の管

理の徹底

ｋ 従事者の健康管理

(ｻ) 大量調理施設衛生管理マニュアルによる衛生管理の徹底

大規模調理施設や病院、社会福祉施設、学校給食施設等については、｢大
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量調理施設衛生管理マニュアル」（平成９年３月２４日付衛食第８５号厚生

省生活衛生局長通知。最終改正：平成２５年１０月２２日付食安発１０２２

第１０号）による自主的衛生管理の徹底について指導します。

イ と畜場*

次の項目の適合を確認し、その遵守を徹底するとともに、と畜場法 第１４*

条の規定に基づき適切にと畜検査を実施します。*

また、と畜場法 施行規則（昭和２８年厚生省令第４４号）に基づく、ＨＡ*

ＣＣＰを用いた衛生管理が適確に実施されるよう、助言指導を行います。*

(ｱ) 構造設備の基準に適合していること。（同法第５条）

(ｲ) 衛生管理基準に適合していること。（同法第６条）

(ｳ) と畜業者の講ずべき衛生措置の基準に適合していること。（同法第９条）

(ｴ) その他必要とする事項

ａ 健康な獣畜 のと畜場への搬入の推進* *

ｂ 病歴を踏まえた検査の実施

ｃ 枝肉の微生物検査による衛生的な処理の検証*

ｄ 投与歴を踏まえた食肉中の残留動物用医薬品 及び飼料添加物の検査の実*

施

ウ 食鳥処理場*

次の項目の適合を確認し、その遵守を徹底するとともに食鳥処理法 第１５*

条の規定に基づき適切に食鳥検査を実施します。*

また、食鳥処理法 施行規則（平成２年厚生省令第４０号）に基づく、ＨＡ*

ＣＣＰを用いた衛生管理が適確に実施されるよう、助言指導を行います。*

(ｱ) 構造又は設備の基準に適合していること。（同法第５条第２項）

(ｲ) 衛生管理基準に適合していること。（同法第１１条）

(ｳ) 認定小規模食鳥処理施設 における処理可能羽数の上限遵守の徹底*

(ｴ) その他必要とする事項

ａ 健康な家きんの食鳥処理場への搬入の推進

ｂ 病歴を踏まえた検査の実施

ｃ 中抜とたい等の微生物検査による衛生的な処理の検証
．．．

*

ｄ 投与歴を踏まえた食鳥肉中の残留動物用医薬品 及び飼料添加物の検査の*

実施

その他、具体的な事項については、｢食鳥処理場 立入検査マニュアル｣に*

よります。

（２）食品群ごとの食品供給行程（フードチェーン）における監視指導*

主な食品群についての監視指導は、（１）の事項に加え、別表２に示した監視
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指導項目に基づき実施することとし、生産段階における食品安全確保対策を実施

する農林水産部と連携を図りながら実施します。

なお、県内産農林畜水産物の放射性物質 については、国及び農林水産部がモ*

ニタリング検査を実施しています。

（３）監視指導の実施方法

ア 食品営業施設

県は、過去の食中毒や違反食品の発生頻度、製造・販売される食品の流通の

広域性、製造技術の特殊性などを考慮しながら、各業種毎に施設への監視回数

の目標を別表３のとおり定めます。

イ と畜場及び食鳥処理場* *

各施設への監視回数の目標を別表３のとおり定め、必要な監視指導を実施す

るとともに、病原微生物、抗生物質等の残留動物用医薬品 及び飼料添加物の*

検査を実施します。

ウ 監視指導の実施計画

各保健福祉事務所及び食肉衛生検査所において、各地域の実情、当該施設に

おける直近の衛生管理の状況、収去 検査計画、一斉取締り等を勘案して適正*

に計画を定め、重点的、効率的かつ効果的に実施します。

エ 監視指導内容

当該施設における衛生管理の状況等を勘案し評価及び分析を行うとともに、

製造基準及び表示基準を遵守させるよう適正な監視指導を実施します。*

（４）食品等の収去検査*

ア 選定する対象食品及び項目

県内において生産、製造、加工等される食品を含め、広域流通食品等を中心

とし、過去の立入検査結果及び収去 検査結果、並びに当該施設における衛生*

管理状況を踏まえ、違反の可能性が比較的高いと考えられる食品等及び項目に

重点を置いて実施します。

また、新たに規格基準 が設定された食品等や季節により流通量が増加する*

食品等にも配慮して実施します。

イ 輸入食品の収去検査*

輸入時に国が行うモニタリング検査の実施状況や検査命令の対象食品等も勘

案して、特に検査命令と重複しないように配慮して実施します。

また、加工食品の残留農薬の検査を実施します。

ウ 効率的な実施

地域内で生産、製造、加工される食品等については、当該施設への立入時等

に合わせて収去 し、それ以外の食品等については、市場、大規模販売店、流*
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通センター等流通拠点において収去するなど、効率的に実施します。*

エ 情報の確認

収去 に当たっては、違反発見時の対応が可能となるよう生産者、製造及び*

加工者、輸入者等の関係者に係る情報を確認します。

オ 収去検査計画*

次の事項に留意するとともに、過去の収去 検査結果を踏まえ効果的かつ効*

率的に収去 検査を実施するため、食肉、乳及び乳製品、食鳥卵、水産食品、*

野菜・果実、加工食品等の食品群ごとに、検査項目（微生物、残留農薬、添加

物、汚染物質、放射性物質等）ごとの年間の検査予定数を定めます。*

平成２８年度については、別表４のとおりです。

(ｱ) 県内産の農林畜水産物を原材料として製造・加工された食品を中心に、市

場等への出荷前又は流通段階において放射性物質 の検査を実施し、食品衛*

生法上の基準値を超過した食品が出荷・販売されないよう適切な措置を講じ

るとともに、市場等に流通する食品の安全性を確認します。

また、検査結果を速やかに公表し、県民の健康保護、不安の払拭に努めま

す。

(ｲ) 県内産食品からの違反食品排除のため、農林水産食品に係る抗生物質等の

動物用医薬品 及び飼料添加物、残留農薬等の検査、及び県内で製造加工さ*

れる食品の食品添加物、成分規格等の検査を実施します。*

特に、動物用医薬品 、飼料添加物及び残留農薬に関しては、関係部局と*

連携し、これらの使用実態を把握しながら、効率的かつ効果的な検査の実施

に努めます。

(ｳ) 食中毒の未然防止、不良食品の流通防止のため、県内に流通し、販売され

る食品について、微生物、成分規格 、食品添加物等の検査を実施します。*

(ｴ) 県外産食品、輸入食品等については、生産地等の状況等の情報を収集しな

がら、必要とする項目の検査を実施します。

(ｵ) 過去に違反事例の多い食品を選定し、成分規格 、食品添加物等の検査を*

実施します。

(ｶ) 食中毒起因菌汚染食品の排除のため、腸炎ビブリオ 、サルモネラ属菌 、* *

腸管出血性大腸菌 等による汚染の可能性の比較的高い食品を選定し、検査*

を実施します。

２ 重点的な監視指導

本県における、これまでの不良食品及び食中毒の発生状況を踏まえ、以下の事項に

ついて、重点的な監視指導を実施します。
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なお、前年度に法違反により行政処分を受けた施設や規格基準 及び表示基準に違*

反した食品の製造又は加工等を確認した施設へは、立入回数の目標（別表３）に加え

て、その後の状況確認のための監視指導を実施します。

（１）不良食品防止対策

ア 放射性物質の基準値を超過した食品の流通防止対策*

(ｱ) 食品を製造・加工する事業者に対して、原材料の自主検査の実施や納入業

者からの検査成績書の提示などによる原材料の安全性の確認と、製品の出荷

・販売前に自主検査等を実施し放射性物質 の基準値以下であることの確認*

に努めるよう指導します。

(ｲ) 製造・加工工程由来の放射性物質汚染を防止するため、乾燥加工等による

放射性物質 の濃縮率を踏まえた食品の製造・加工並びに製造・加工場所や*

器具機材等の自主的な安全管理の実施について助言、指導を行います。

(ｳ) 東京電力福島第一原子力発電所の事故発生以降、基準値又は暫定規制値を

超える放射性物質 が検出された農産物等に対し、国から出荷制限又は摂取*

制限 の指示が出されています。出荷制限等を受けた食品の流通販売を防止*

するため、関係機関と連携し、食品販売施設等の監視指導を行います。

イ 製造基準等の遵守状況の確認*

(ｱ) 加熱殺菌等の製造基準 や添加物の使用基準、その他衛生的な取扱いの遵*

守を指導します。

(ｲ) 違反食品の製造・流通を未然に防止するとともに、違反食品が発生した際

に、迅速かつ的確に対応できるよう作業手順に従った作業内容や製造状況等

に関する記録の実施及び保管を指導するほか、万一事故が発生した際の対応

方法を指導します。

ウ 食品の適正表示に関する監視指導の強化

食品等を製造、加工又は販売する事業者に対して、食品表示法 に基づき、*

以下に関する指導を徹底し、景品表示法等の他法令に関係する事案が確認され

た際は、関係機関と連携しながら調査を実施し適切な対応に当たります。

なお、偽装や不当な表示などを行った悪質な事業者に対しては、警察との連

携を図りながら厳正に対応します。

(ｱ) 食品等の製造又は加工施設に対しては、期限表示 の設定方法、添加物や*

アレルゲン等の表示について、事業者側が根拠としている資料や、必要に応

じて検査による確認を行うほか、従事者が表示ミスをしない確認方法につい

て適切な作業手順書を作成するように指導するとともに、出荷前の確認を徹

底するよう重点的に監視指導を行います。

(ｲ) 食品等の販売施設に対しては、新たに表示ラベルを貼る際の確認不足が原
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因となり、誤った表示が行われる事案が見受けられたことから、従事者の作

業内容や陳列品の表示内容の確認を行うなど監視指導をより一層強化すると

ともに、ＨＡＣＣＰの導入を推進します。*

(ｳ) 食品等事業者 を対象とした講習会において、食品表示法 に基づく新しい* *

表示基準等を周知するとともに、過去の違反事例をもとに適正表示がなされ

るよう指導します。

エ 広域流通食品等製造・販売施設に対する監視指導の強化

広域かつ大量に流通する食品等の製造・販売等を行う事業者に対して、製造

から販売に至る各段階の適切な衛生管理、特に作業手順書に従った作業の確認、

製造等に係る記録の作成・保存、適正な表示の実施等、食品等事業者 の責務*

を徹底するよう指導を行います。

また、平成２８年１月に県内でヒスタミンによる食中毒事件が発生し、８７

名の患者が確認されました。この食中毒事件は、食品販売施設（市場内）で保

存方法を変更し、大幅に期限を超えて保管されていた食品が調理・喫食された

ことが原因でした。

市場・市場関連施設を含む食品販売施設における食品の衛生的な取扱い及び

関係法令の遵守について指導を強化するとともに、従事者等に対する衛生教育

を行い、衛生思想の普及を行います。

（２）食中毒防止対策

ア 腸管出血性大腸菌対策*

腸管出血性大腸菌 は、重篤な症状を引き起こし、死亡の原因となるおそれ*

のある細菌です。平成２３年に牛肉の生食、平成２４年には浅漬けを原因とす

る食中毒が発生し、いずれも重症者や死亡者が出る事件であったことを踏まえ、

国において生食用牛肉（内臓を除く。）の規格基準の制定、牛レバーの生食用

としての提供・販売禁止、漬物の衛生規範の改正といった対策が講じられたと

ころです。しかし、平成２６年には、花火大会の出店で提供されたキュウリの

浅漬けを原因とする大規模食中毒が発生し、県内でも生食用馬肉を原因とし、

他自治体においても患者が確認される広域的な食中毒事件が発生しています。

これらのことから、下記のとおり監視指導、注意喚起等を強化し、腸管出血性

大腸菌による食中毒の未然防止を図ります。*

(ｱ) 飲食店及び食肉販売施設に対し、二次汚染の防止のため食肉専用の調理器

具の使用や従事者の手指、調理器具等の洗浄・消毒の徹底を指導します。

なお、飲食店には、加熱提供食肉の十分な加熱のほか、利用客が自己調理

をする形態の場合に、利用客に対し十分な加熱を周知するよう指導します。

(ｲ) 生食用の牛肉を取り扱おうとする事業者に対し、生食用牛肉（内臓を除く。）
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の規格基準の周知徹底を図り、規格基準の遵守を指導します。* *

(ｳ) 飲食店及び食肉販売施設に対し、牛レバーや豚の食肉（以下「牛レバー等」

という。）は生食用として提供・販売できないことを指導するとともに、引

き続き牛レバー等を提供・販売する際には、加熱用として中心部まで十分な

加熱が必要である旨を消費者に周知するよう指導します。

(ｴ) 生食用として規格基準 等に適合した食肉以外は生で食べないように、ま*

た、食べる際には十分加熱してから食べるように消費者へ注意喚起、啓発を

行います。

加えて、生食の規格基準 等に適合した食肉であっても、高齢者や子ども*

など抵抗力の弱い方は食べるのを控えるよう、併せて注意喚起します。

(ｵ) 漬物製造施設に対し、漬物製造施設の衛生確保に関する要綱（平成２５年

４月３０日付け２５健第６６７号保健福祉部長通知。最終改正：平成２６年

２月２４日付け２５健第７６７２号）及び漬物の衛生規範に基づいた衛生管

理の徹底を指導します。

イ ノロウイルス対策*

ノロウイルス による食中毒は、厚生労働省の全国食中毒統計で平成１３年*

以降、毎年患者数が第１位となっています。また、県内でも例年発生があり、

平成２６年には５件（中核市を除く。）、平成２７年には５件（中核市を除く。）

の食中毒が発生しています。ノロウイルス は感染力の強さから大規模な食中*

毒の原因となりやすく、平成２６年には県内で患者数１００名を超える食中毒

事件が発生しました。特に、社会福祉施設、学校及び事業所等の集団給食施設

や、弁当・仕出屋、旅館等の大量調理施設では事件が大規模化しやすいことか

ら、これらの施設を中心に、調理従事者の健康管理、適切な手洗い消毒の実施、

食品の十分な加熱、施設設備の消毒の徹底等の衛生管理について監視指導を行

うほか、講習会等を通じて正しい知識の普及に努め食中毒の未然防止を図りま

す。

ウ 有毒キノコ等対策

東京電力福島第一原子力発電所における事故で放出された放射性物質 の影*

響により、県内の多くの市町村において野生キノコ及び山菜等の出荷制限及び

摂取制限 が行われたこともあり、事故後、有毒キノコや有毒山野草による食*

中毒の発生件数は大きく減少しましたが、平成２７年は有毒キノコ等による家

庭での食中毒事件が３件発生しました。また、直売所で販売された有毒植物が

原因の食中毒事件も１件発生しました。食中毒の未然防止を図るため、引き続

き関係部局等と連携し、有毒キノコ等の発生時期に消費者等への注意喚起や情

報提供を行うとともに、販売店等への指導を実施します。
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エ カンピロバクター対策*

全国においては、飲食店等でカンピロバクター を原因とした食中毒が多発*

しており、県内でも食肉の不適切な取扱い等が原因となった事案が発生してい

ることから、引き続き、食肉の衛生的な取扱いや食肉（規格基準 等に定める*

生食用を除く。）の十分な加熱調理等について指導します。

オ その他

これまでに発生件数が少ないものの、患者に対し重篤な症状を及ぼすサルモ

ネラ属菌 や黄色ブドウ球菌 等の食中毒菌による食中毒が散発していることか* *

ら、管理運営基準や「大量調理施設衛生管理マニュアル」等に基づき、食品営

業施設に対し原材料の搬入から調理、保管、運搬に至る各工程における衛生管

理を徹底するよう指導します。

３ 一斉取締りの実施

食中毒が多発する夏期及び食品流通量が増加する年末においては、各保健福祉事務

所において、地域の実情を勘案しながら明確な方針及び計画を策定し、監視指導を重

点的に実施します。

このほか、特定の違反事例が頻発するなど食品衛生に係る問題が発生し、かつ全国

一斉に同一の事項を対象とした監視指導の実施が必要な場合は、随時、厚生労働省、

消費者庁、他の都道府県等と連携しながら監視指導を実施します。

第６ 違反発見時及び食中毒等健康危機発生時の対応

１ 違反発見時の対応

（１）違反食品等の措置

食品衛生法 及び食品表示法 に違反する食品等が発見された場合には、当該食* *

品等が販売の用に供し又は営業上使用されないよう廃棄、回収等の措置を速やか

に講じます。

（２）行政処分等

立入検査により施設基準 や製造基準 等の法令等の規定に違反している状況を* *

発見した際には、直ちに改善指導を行います。また、違反が軽微な場合であって

直ちに改善が図られるもの以外については、「食品衛生監視指導注意票」、公文書

（改善通知文）等により改善指導を行うとともに、改善状況の確認を行います。

さらに、必要に応じ、法第５４条（廃棄命令等）、第５５条（許可の取消し等）、
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第５６条（改善命令等）の規定に基づく処分を行い、悪質事例に対しては、警察

への告発を行うなど厳正に対処します。

同様に、食品表示法 の規定に違反する食品を発見した際も事業者等に対する*

改善指導や処分を速やかに行います。

（３）公表

食品衛生上の危害の状況を明らかにするため、法６３条に基づき法又は法に基

づく処分（書面による行政指導を含む）に違反（違反が軽微であって、かつ当該

違反について直ちに改善が図られたものを除く。）した者の名称、食品名、施設

名称等について「食品安全に係る公表に関する取扱要領」により、随時公表しま

す。

なお、措置内容、違反原因及び改善状況についても判明次第公表を行います。

同様に、食品表示法 の規定に違反した者についても、健康被害の発生防止の*

ため、随時公表します。

（４）関係都道府県等との連携

広域流通食品、輸入食品等の違反発見時には、関係する都道府県等の食品衛生

担当部局、厚生労働省及び消費者庁と連携し、違反食品等の流通防止措置、再発

防止措置等の必要な措置を講ずるとともに、改善状況についても情報提供します。

（５）命令検査等*

検査の結果違反が発見された場合であって、当該食品等を製造、加工した者の

検査能力等から見て、継続的に当該者の製造、加工等する食品等の検査が必要と

判断される場合には、積極的に法第２６条の命令検査を活用します。*

製造、加工者を所管する都道府県等が異なる場合には、違反発見事実を連絡す

るとともに、収去 検査や命令検査 の発動等の必要な対応の実施を要請します。* *

２ 食中毒等健康危害発生時の対応

（１）食中毒発生時の対応

法第５８条から第６０条までの規定及びこれらの規定に基づく政省令並びに関

係通知、さらに｢福島県食中毒対策要綱｣に基づき、被害拡大防止のため適切かつ

迅速な原因究明調査及び健康危機管理対策を実施します。

（２）関係部局への情報提供及び連携

必要に応じ、薬事、医療等担当部局への迅速な情報提供及び密接な連携を図り

ます。

（３）情報の公表

被害拡大防止及び食中毒予防の観点から、食中毒発生状況に関する食品等事業

者 及び住民への情報提供を行うため、必要に応じ「食品安全に係る公表に関す*
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る取扱要領」に基づき、情報の迅速な公表を行います。

（４）いわゆる健康食品による健康被害発生時の対応

関係通知に基づき原因究明を迅速に行い、厚生労働省に対し調査結果を遺漏な

く報告するとともに、必要に応じ公表を行います。

（５）腸管出血性大腸菌等飲食に起因する感染症*

食中毒の原因が腸管出血性大腸菌 等によることが判明した場合には、「福島県*

感染症対策マニュアル」に基づき対応します。

（６）その他、食の安全に関わる事案への対応

食の安全に関わる全庁的な対応が必要な場合は、｢食の安全に関わる事案への

対応基本方針｣に基づき、庁内関係部局、県警本部及び中核市で構成する｢福島県

食の安全対策本部｣において、迅速な対応に当たります。

第７ 食品等事業者による自主的な衛生管理の推進*

１ 食品等事業者に対する指導事項*

以下に掲げる事項などの自主的な衛生管理の向上のため、監視指導、衛生教育等を

通じて、食品等事業者の責務について啓発を行います。*

（１）食品衛生管理者等の設置*

ア 施設において、食品の製造、加工、調理等を自主的に管理する者として、食

品衛生に関し相当の知識を有する者（食品衛生管理者 又は食品衛生責任者 ）* *

を衛生管理に責任を有する者として配置すること。

イ 食品衛生管理者 等については、その職責を果たすよう、県等が実施する講*

習会に参加させ、積極的に情報収集に努めること。

ウ 食品衛生管理者等の意見を尊重すること。*

エ 違反食品の発生を防止するため、従事者教育に努めるとともに、保健福祉事

務所等の実施する講習会等に積極的に参加させること。

（２）食品等事業者による自主的な衛生管理の推進*

ア 自主検査、原材料の安全性確認（表示の確認を含む）、製造基準 、製品の表*

示の確認等の実施を推進すること。

イ 期限表示の確認（原材料、製造時、販売時等）を推進すること。*

ウ 食中毒等発生時の原因究明及び被害拡大防止を図るため、「食品等事業者 の*

記録の作成及び保存に係る指針（ガイドライン）」（平成１５年８月２９日付食

安発第０８２９００１号厚生労働省医薬食品局食品安全部長通知）に基づき、
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食品の製造販売等に係る記録の作成、保存を推進すること。

エ 集団給食施設、旅館・ホテル、仕出し弁当店等の大量調理施設にあっては、

「大量調理施設衛生管理マニュアル」による自主的な衛生管理を推進すること。

オ 使用水の衛生管理を推進すること。

カ 従事者の健康管理を推進すること。

キ 異物混入防止対策を推進すること。

（３）健康被害等の情報提供

消費者から健康被害や不良食品の情報を入手した場合には、速やかに保健福祉

事務所へ報告するとともに、自主回収に関する情報の公表に努めること。

２ 講習会の実施及び人材育成

衛生管理基準、食品の適正表示の相談実施、食品の違反及び苦情の事例などについ

ての講習会、異物混入防止及び表示に関する講座等の開催、並びに食品等事業者 か*

らの求めに応じ講師を派遣するとともに、ホームページ等を活用した情報提供を行い

ます。

特に、食中毒及び違反食品の発生を防止するため、従事者を対象とした以下の講習

会を開催します。

（１）食品衛生責任者等の養成*

食品衛生責任者 の養成講習会及び再教育講習会を実施します。また、必要に*

応じ、食品衛生管理者 の再教育講習会を実施します。なお、講習会実施機関と*

して指定を受けた団体に対し、講習会講師の派遣等必要な支援を行います。

（２）と畜場法の衛生管理責任者及び作業衛生責任者の養成*

必要に応じ、と畜場衛生管理責任者及び作業衛生責任者講習会を実施します。

（３）食鳥処理衛生管理者の講習*

食肉衛生検査所において食鳥処理衛生管理者の講習会を実施します。*

（４）フグ取扱者の養成

｢フグの衛生確保に関する要綱｣（昭和５９年５月３１日付５９環衛第３３６号

保健環境部長通知、最終改正：平成２４年７月３１日付２４健第２４６０号）に

基づき、必要に応じ、フグ取扱者の養成講習会を実施します。

（５）生食用食肉取扱者の養成

｢生食用食肉の衛生確保に関する要綱」（平成２３年９月２８日付２３健第３８

９７号保健福祉部長通知）に基づき、必要に応じ、生食用食肉取扱者の養成講習

会を実施します。

（６）食中毒防止に関する講習会

食中毒の発生防止を図るため、各保健福祉事務所において、食品等事業者 、*
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従事者及び集団給食施設の調理従事者に対し、衛生講習会を実施します。

（７）食品等事業者自らが行う責任者等の養成及び資質向上の推進*

食品等事業者 自らが行う食品安全に係る知識及び技術を有する者の養成、並*

びに資質の向上を図るため、食品衛生出前講座により、講師を派遣します。

（８）食品衛生指導員の教育

（公社）福島県食品衛生協会が実施する食品衛生指導員の育成に関して、県か

ら講師を派遣して食品等事業者 の指導に必要な技術や知識についての教育を行*

います。

３ 優良な施設の公表

衛生管理上、優良な施設であって他の模範となる施設については、知事による表彰

を行い公表します。

４ ＨＡＣＣＰ導入の推進*

食品の安全性の確保には、ＨＡＣＣＰ システムを用いた衛生管理が有効であるこ*

とから、製造及び加工者に対してＨＡＣＣＰ の導入の推進を図るよう、講習会の実*

施、講師の派遣等を通じて、知識の普及及び啓発を図ります。

第８ リスクコミュニケーションの実施と情報提供*

１ 県民との情報及び意見の交換

（１）情報提供

次の項目について、ホームページ、広報等を通じた情報公開を進めます。

ア 監視指導計画の実施状況の公表

平成２８年度の実施結果は、平成２９年６月末までに公表を予定しています。

イ 法違反者の公表

ウ 食中毒事件

エ 違反食品

オ 食品に起因する健康被害の未然防止のための啓発

カ 加工食品等の放射性物質検査結果*

キ 原子力災害対策特別措置法に基づく食品の出荷制限及び摂取制限等*

（２）意見交換会等

消費者、生産者、食品等事業者 、行政との情報共有及び相互理解を図るため*
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「ふくしま食の安全・安心推進懇談会」を開催するほか、各保健福祉事務所にお

いて地域別意見交換会を開催します。

（３）苦情の受付及び講習

食品の安全に関する疑問、苦情、相談などは、保健福祉部食品生活衛生課及び

各保健福祉事務所に設置した「食品安全１１０番」により受付を行い、農林水産

部局等と連携を図りながら積極的に対応します。

また、必要に応じ各種講習会を実施し、情報の提供を行います。

２ 消費者への普及啓発

家庭における食中毒予防に関する情報のほか、食品表示や添加物、農薬、放射性物

質 など、消費者の関心の高いテーマについて、出前講座等の講習会（小・中学生の*

食の安全教室を含む。）を通じて啓発を図るとともに、各種広報媒体を活用した積極

的な情報の提供に努めます。

（１）食中毒予防について

ア 食品の購入から喫食までの取扱い

イ 適正な温度による保存

ウ 調理時における二次汚染の防止

エ フグ、有毒キノコ等について

オ 井戸水等による食中毒防止

カ 腸管出血性大腸菌 、カンピロバクター 及びノロウイルス 等による食中毒防* * *

止

（２）食品表示について

（３）食品リスクについて*

ア 食品リスクの考え方*

イ 食品中の放射性物質について*

ウ 農薬、添加物等の安全性について
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別表１ 監視指導等の実施体制

１ 監視指導

公所名 担当業務

保健福祉事務所 ・食品衛生法 に関すること。*

（６か所） ・食品表示法 に関すること。*

・食品供給行程 （フードチェーン）の各段階における監視指*

導に関すること。（農林水産物の生産段階を除く。）

・食中毒、違反食品の調査指導等に関すること。

・と畜場法 に関すること。（会津保健福祉事務所）*

食肉衛生検査所 ・食鳥処理法 及びと畜場法 に関すること。* *

２ 試験検査

公所名 担当業務

衛生研究所 ・食品衛生法 に基づく収去 に係る検査に関すること。* *

食品等に係る細菌検査、食品添加物検査、残留農薬、抗生

物質等、貝毒 、病原微生物、カドミウム、放射性物質 等* *

の検査

・食中毒等の発生時に係る検査に関すること。

・試験検査の精度管理に関すること。

食肉衛生検査所 ・と畜検査 及び食鳥検査 に係る精密検査、病原微生物等の* *

モニタリング検査、抗生物質等の残留動物用医薬品 及び飼*

料添加物の検査、高病原性及び低病原性鳥インフルエンザ

簡易検査に関すること。

・食品衛生法に基づく収去 に係る食肉の抗生物質等の検査に*

関すること。

・試験検査の精度管理に関すること。

３ 実施体制等の企画・調整等

公所名 担当業務

保健福祉部 ・食品衛生法 に関すること。*

食品生活衛生課 ・食品表示法 に関すること。*

・と畜場法 に関すること。*

・食鳥処理法 に関すること*

・食品衛生監視指導計画に関すること。

・食中毒、違反食品の調査及び対応に関すること。

・リスクコミュニケーション に関すること。*

・食の安全に関する事業の企画・立案に関すること。

・食の安全に関わる事案への対応と庁内調整に関すること。

・関係機関との連絡調整に関すること。

・情報の公表に関すること。
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別表２ 主な食品群ごとの重点監視指導項目
１ 食肉、食鳥肉及び食肉製品
（１）健康な獣畜 又は家きんのと畜場又は食鳥処理場 への搬入の推進* * *

（２）食肉処理施設における微生物汚染の防止の徹底
（３）製造、加工 に係る記録の作成及び保存の推進
（４）放射性物質 及び残留動物用医薬品等の検査の実施* *

（５）食品等事業者 による原材料受入れ時の放射性物質や残留動物用医薬品 等の* * *

検査の実施等による原材料の安全性の確保の徹底
（６）枝肉 、カット肉の流通管理（保存温度及び賞味（消費）期限、衛生的な取扱*

い等）の徹底
（７）生食用食肉の規格基準等に基づく取扱いの徹底*

（８）生食用食肉に関する腸管出血性大腸菌 等の微生物の検査の実施*

（９）加熱を要する食品についての加熱調理の徹底
２ 乳及び乳製品
（１）健康畜からの搾乳及び搾乳時における衛生確保（微生物汚染防止等）の徹底
（２）搾乳後の温度管理（腐敗及び微生物増殖防止）の徹底
（３）生乳についての放射性物質 及び残留動物用医薬品 等の検査の実施並びに食品* *

等事業者による出荷時検査の推進*

（４）製造又は加工過程における微生物汚染の防止の徹底
（５）製造又は加工に係る記録の作成及び保存の推進
（６）食品等事業者 による原材料受入れ時の放射性物質 や残留動物用医薬品等の検* * *

査の実施等による安全性の確保の徹底
（７）食品等事業者による飲用乳についての微生物等に係る出荷時検査の徹底*

（８）貯蔵、運搬、販売時の流通管理（保存温度及び賞味（消費）期限、衛生的な取
扱い等）の徹底

３ 食鳥卵
（１）鶏舎内の衛生管理の推進
（２）食用不適卵の排除の徹底
（３）採卵後の低温保管及び賞味（消費）期限の管理の徹底
（４）ＧＰ（選別、包装）センター、製造施設における新鮮な正常卵の受入れの徹底
（５）放射性物質 及び残留動物用医薬品等の検査の実施* *

（６）洗卵、割卵時の汚染防止の徹底
（７）製造又は加工に係る記録の作成及び保存の推進
（８）汚卵、軟卵及び破卵の選別等検卵の徹底
４ 水産食品（魚介類、水産加工品）
（１）市場等における衛生的な取扱いの徹底
（２）市場等における有毒魚介類等の排除の徹底
（３）生産者による二枚貝類の貝毒 等に関する検査の徹底*

（４）魚介類養殖における動物用医薬品（水産用医薬品）の適正使用の徹底
（５）養殖魚介類についての残留動物用医薬品 検査の実施及び食品等事業者 による* *

出荷時検査の推進
（６）放射性物質 検査の実施及び食品等事業者による出荷時検査の推進* *

（７）フグの衛生的な処理の徹底
（８）生食用魚介類に関する腸炎ビブリオ等の微生物の検査の実施*

（９）水産加工品の流通管理（保存温度及び賞味（消費）期限、衛生的な取扱い等）
の徹底

（10）加熱を要する食品についての加熱調理の徹底
５ 野菜、果物、穀類、豆類、種実類、菌茸類、茶等及びこれらの加工品
（１）生食用野菜、果実について、動物の糞尿由来肥料等を通じた微生物等の汚染防

止の徹底
（２）放射性物質 検査及び残留農薬検査の実施並びに食品等事業者 による出荷時検* *

査の推進
（３）穀類、豆類等の収穫時、運搬時、保管時等のかび毒対策の推進
（４）有毒植物等の採取禁止の徹底
（５）製造加工段階における生食用野菜、果実等の衛生管理の徹底
（６）食品等事業者 による原材料受入れ時の放射性物質 検査や残留農薬検査の実施* *

等による原材料の安全性の確保の徹底
（７）市場等における有毒植物等の適正な鑑別と排除の徹底
※県が主体の場合は、「実施」、食品等事業者 が主体の場合には、「徹底」又は「推進」*

とした。
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別表３ 立入検査（監視指導）の目標

種 類 業 種 監視回数

乳処理業

乳製品製造業

乳酸菌飲料製造業

アイスクリーム類製造業 ２回／年以上

食肉製品製造業

（１）食品製造施設 清涼飲料水製造業

魚肉練製品製造業

集乳業

菓子製造業

食用油脂製造業

かん詰又はびん詰食品製造業 １回／年以上

食品の冷凍又は冷蔵業

添加物製造業

その他の製造業（漬物製造業など）

凍み豆腐製造

あんぽ柿

（２）特産食品製造施設 こんにゃく粉 １回／年以上

ラーメン

山菜なめこの缶詰、瓶詰

魚介類加工品

学校

病院

（３）集団給食施設 社会福祉施設 １回／年以上

保育所

その他

乳処理業

乳製品製造業

（４）総合衛生管理製造過程 乳酸菌飲料製造業 ２回／年以上*

承認施設 アイスクリーム類製造業

食肉製品製造業

対米輸出食品

一般食堂・レストラン

（５）観光地特別対策 旅館 １回／年以上

土産品販売店

土産品製造業

（６）大量調理施設等 旅館
１回／年以上

仕出し・弁当・給食食堂等

（７）大型小売店市場・ 大型小売店 ２回／年以上

食品販売施設 卸売市場
12回／年以上

卸売市場関連施設

（８）と畜場、食鳥処理場 と畜場
４回／年以上

* * *

食鳥処理場*

その他の業種については、１回／年以上を目標とする。 ただし、夜間のみの営業等、

特殊な業態及び比較的衛生上の危害の発生の少ないと考えられる調理加工を伴わない販売

業については、許可更新時の調査を中心として立入りを実施する。
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別表４ 収去 検査計画*

検査内容 検体数 検査機関

出荷前又は流通段階において、

加工食品等の放射性物質
県内産農林畜水産物等を原材料

５０００
衛生研究所*

とする加工食品等を中心に放射

性物質 の検査を実施します。*

県内で生産される主な農産物、

野菜、果物等の残留農薬
県外産及び輸入品のうち流通量 ８０ 衛生研究所

の多い食品を選定し、残留農薬

の検査を実施します。

加工食品等に使用された
保存料、発色剤等の使用量の

添加物
多い添加物等を選定し、使用基 １５０ 〃

準に関する検査を実施します。

畜水産食品について、抗生物
衛生研究所

流通食品の抗生物質等 質等の成分規格 に関する検査を ３０
食肉衛生検査所

*

実施します。

と畜場 、食鳥処理場 におい* *

食肉にかかる残留動物用
て処理される家畜、家きんにつ

医薬品及び飼料添加物
いて、動物用医薬品 及び飼料添 ３０ 食肉衛生検査所*

加物の残留基準に関する検査を

実施します。

輸入食品に係る遺伝子組換え

遺伝子組換え食品 食品 の基準に関する検査を実施 １０ 衛生研究所* *

します。

県産米のカドミウム
県内で生産される米について

５ 〃
カドミウムの検査を実施します。

県内に流通するアサリ、ホタ

麻痺性及び下痢性貝毒 テガイについて貝毒 の検査を実 ６ 〃* *

施します。

水産食品の病原微生物
生食用魚介類に関し、腸炎ビ

３５ 〃
ブリオ の検査を実施します。*

加工食品について、食中毒の

加工食品等の病原微生物
原因となる病原菌の汚染防止を ４００ 〃
図るため、サルモネラ属菌 、黄*

色ブドウ球菌 等の検査を実施し*

ます。

成分規格 の設定されている食*

食品等の成分規格 品について、適合しているか確 １５０ 〃*

認の検査を実施します。

成分規格 の設定されていない*

食品について、衛生状態を把握

衛生状態の確認 し、改善を指導するため、細菌 ３３０ 〃

数及び大腸菌群の検査を実施し

ます。



22

用語解説（あいうえお順）
【あ】

遺伝子組換え食品

細菌等の遺伝子の一部を切り取り、その構成要素の並び方を変え、もとの生物の

遺伝子に戻したり、別の種類の生物の遺伝子に組み入れたりする技術を遺伝子組換

え技術といい、この技術を応用して害虫や病気に強いなど、品種改良した農産物又

はそれを原料とした食品のことです。

遺伝子組換え食品に関しては、平成13年４月から安全性審査と表示が義務付けら

れています。

衛生規範

食品の衛生の確保及び向上を図るため厚生労働省が定めたもので、食中毒の原因

となる微生物の制御を中心に、原材料の受入れから製品の販売までの各過程におけ

る取扱い等の指針が示されています。

枝肉

とさつした牛、馬、豚、めん羊、山羊等から内臓、皮、前・後肢、頭、尾を取り

除き、正中線に沿って左右２分割したものです。

黄色ブドウ球菌

ヒトや動物の表皮や粘膜などに常在する細菌で、毒素（エンテロトキシン）を産

生し食中毒を起こします。毒素は１００℃、３０分の加熱でも無毒化されないため、

毒素ができてしまうと細菌を死滅させても食中毒を防ぐことはできません。潜伏期

は１～３時間で、吐き気、嘔吐、腹痛、下痢の症状を起こします。手指の洗浄、調

理器具の洗浄・消毒を徹底するほか、手荒れや化膿巣のある人は食品に直接触れな

いようにするなどの対策が有効です。

【か】

貝毒

二枚貝類（ホタテ、アサリ、ムラサキイガイ等）が持つ自然毒のことで、有害プ

ランクトンを中腸腺内に蓄積することで毒化します。

代表的な貝毒には「麻痺性貝毒」や「下痢性貝毒」があり、食中毒の原因物質に

もなっています。

カンピロバクター

日本で発生している食中毒でノロウイルスとともに発生件数が多く、主に食肉を

介した食中毒が問題となっています。
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家畜、家きん類の腸管内に生息し、汚染された食肉や飲料水を喫食することで体

内に入り、１日から７日の潜伏期を経て、発熱、倦怠感、頭痛、吐き気、腹痛、下

痢等の症状を起こします。

乾燥にきわめて弱く、また、通常の加熱調理で死滅するため、予防方法として、

調理器具を消毒し、よく乾燥させる、肉と他の食品との接触を防ぐ、食肉の十分な

加熱が有効です。

管理運営基準

施設の清潔保持、ねずみ、昆虫等の駆除など公衆衛生上営業者が講ずべき措置に

関する基準のことです。

規格基準

食品衛生法に基づき、厚生労働大臣が公衆衛生の見地から、販売の用に供する食

品等について定めた規格及び基準のことで、成分規格、製造基準、保存基準などが

これに当たります。

期限表示

期限表示には、「消費期限」と「賞味期限」の２種類があり、ともに包装を開封

する前の期限であること、定められた方法により保存することを前提としています。

「消費期限」は、定められた方法により保存した場合において、腐敗、変敗、そ

の他の品質の劣化に伴い安全性を欠くおそれがないと認められる期限を示す年月日

で、品質が急速に劣化しやすい食品（例：弁当、サンドイッチ、生めん、など）に

表示されます。

「賞味期限」は、定められた方法により保存した場合において、期待されるすべ

ての品質の保持が十分に可能であると認められる期限を示す年月日で、品質の劣化

が比較的遅い食品（例：スナック菓子、カップめん、缶詰、など）に表示されます。

賞味期限を超えた場合でも、直ちに衛生上の危害が生じるわけではありません。

各期限の設定は、食品の特性に応じて微生物試験、理化学試験、官能試験などの

結果をもとに、食品の情報を正確に把握している食品事業者自らが科学的、合理的

根拠をもって設定する必要があります。

【さ】

サルモネラ属菌

人や動物の消化管に生息する腸内細菌で、自然界にも広く分布します。サルモネ

ラ属菌による食中毒は発生件数が多いものの一つであり、生肉（特に鶏肉）や卵を

介した食中毒が多く発生しています。潜伏期は６～７２時間で、激しい腹痛、下痢、

発熱、嘔吐の症状を起こします。肉・卵は十分に加熱（７５℃以上、１分以上）す

ることで、サルモネラ属菌を死滅させることができます。
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残留動物用医薬品

「動物用医薬品」の用語解説をご参照ください。

施設基準

食品衛生法に基づき、都道府県知事が公衆衛生に与える影響が著しい営業につい

て業種別に定めた基準で、この基準に適合していなければ、営業許可を受けること

ができません。

収去

市場に流通している食品等についての安全性を確認するため、食品衛生法に基づ

き、食品関係営業施設に食品衛生監視員が立ち入り、検査に必要な食品等の無償提

供をうけることをいいます。

また、このように収去により実施する検査を収去検査といいます。

獣畜

と畜場法で定義する食用に供される家畜のことで、牛、馬、豚、めん羊、山羊を

指します。

出荷制限及び摂取制限

出荷制限は、原子力災害対策特別措置法に基づき、原子力災害対策本部長（内閣

総理大臣）から関係知事あてに指示されるもので、食品衛生法に基づく基準値又は

暫定規制値を超える食品が地域的な広がりをもって見つかった場合に行われます。

摂取制限は、著しく高濃度の放射性物質が検出された場合などに、原子力災害対

策本部長（内閣総理大臣）から関係知事あてに指示されるもので、出荷制限に加え、

農作物の所有者が自己判断で食べることについても制限されるものです。

これらの指示に基づき、関係知事は、出荷や摂取を控えるよう関係事業者や住民

などに要請します。

食鳥検査

食鳥処理場でとさつ・解体される食鳥（鶏、あひる、七面鳥）の疾病を排除し、

可食部の食用としての適否を判断するために、食鳥検査員（獣医師）により実施さ

れる食鳥肉衛生検査をいいます。

食鳥処理場

食鳥処理法で定義する食鳥（鶏、あひる、七面鳥）を食用に供する目的でとさつ

し、又は解体するために設置された施設をいいます。
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食鳥処理法（食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律）

食鳥処理の事業について必要な規制を講じるとともに、適正な検査制度を設ける

ことにより、国民の健康の保護を目的とした法律です。

食鳥処理衛生管理者

食鳥処理を衛生的に管理するため、食鳥処理場に設置が義務づけられており、食

鳥処理場において食鳥肉の異常の有無の確認を行うことを職務としています。

また、食鳥処理場の衛生管理や従事者の監督のほか、食鳥処理業者に対して必要

な意見を述べることが求められています。

食品衛生監視員

食品衛生法で資格や権限等が定められ、食品衛生関係施設の許可及び監視指導、

食品等の収去検査、食中毒事故等の調査、営業者に対する衛生教育や、住民への食

品衛生知識の普及や情報提供等の業務を実施している公務員のことです。

食品衛生管理者

食品衛生法に基づき、特に衛生上の考慮を必要とする食品や添加物の製造・加工

施設（食肉製品製造業、添加物製造業など）に設置が義務付けられており、一定の

資格要件が必要です。

食品衛生管理者は、食品等の製造又は加工が衛生的に行われるよう施設における

衛生管理や従事者の監督のほか、営業者に対し必要な意見を述べることが求められ

ています。

食品衛生責任者

食品衛生管理者の設置を義務付けている施設以外の食品営業施設又は部門ごとに

設置を義務付けている食品衛生に関する責任者をいいます。

調理師等の有資格者の他、食品衛生責任者養成講習会で所定の課程を修了した者

がなることができ、営業者に対し公衆衛生上の助言・勧告を行うとともに、食品衛

生関係法令に違反しないよう従業員を監督する役割を有しています。

食品衛生法

食品の安全性を確保するため必要な措置を講じ、飲食に起因する衛生上の危害の

発生を防止し、国民の健康の保護を図ることを目的とした法律です。

食品供給行程（フードチェーン）

農林水産物の生産から、食品の製造・加工、流通、販売に至るまでの一連の行程

をいいます。
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食品等事業者

食品等の採取、製造、輸入、加工、販売等を行う事業者や集団給食施設等をいい

ます。

食品表示法

平成２５年６月に食品を摂取する際の安全性と消費者の自主的かつ合理的な食品

選択の機会を確保するため、食品衛生法、ＪＡＳ法及び健康増進法の食品表示に関

する規定を統合して、食品の表示に関して包括的、一元的に対応できるよう制定さ

れた法律です。平成２７年４月１日から施行されましたが、一般消費用の加工食品

及び添加物については、５年間の経過措置期間が設けられています。（経過措置期

間中に製造された加工食品及び添加物は従前の基準による表示も認められます。）

また、業務用の加工食品及び添加物についても５年間の経過措置期間が設けられて

おりますが、これらは、販売の時点で新基準による表示が行われていなければなら

ないこととされています。

製造基準

食品衛生法に基づき、厚生労働大臣が公衆衛生の見地から、販売の用に供する食

品等の製造方法を定めた基準をいいます。

成分規格

食品衛生法に基づき、厚生労働大臣が公衆衛生の見地から、販売の用に供する食

品等の成分や純度などを定めた規格をいいます。

総合衛生管理製造過程

乳・乳製品、食肉製品、清涼飲料水、魚肉練り製品、容器包装詰加圧加熱殺菌食

品（いわゆるレトルト食品）等の製造を行う際、ＨＡＣＣＰシステムによる衛生管

理の方法について、厚生労働大臣が基準に適合することを個別に承認する制度が設

けられています。

このＨＡＣＣＰシステムによる、「製造又は加工の方法及びその衛生管理の方法

につき、食品衛生上の危害発生を防止するするための措置が総合的に講じられた製

造又は加工の過程」をいいます。

【た】

腸炎ビブリオ

塩分を好む細菌で、海（河口部、沿岸部など）に生息しているため、主に生の魚

介類を介して食中毒を起こします。潜伏期は８～２４時間で、腹痛、水様下痢、発

熱、嘔吐の症状を起こします。真水に弱いため、魚介類は真水でよく洗うほか、調

理器具の使い分けや洗浄、消毒を徹底することで予防できます。また、熱にも弱く、
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６０℃で１０分間の加熱で死滅します。

腸管出血性大腸菌

家畜などの腸内に存在する大腸菌の一種で、食品とともに摂取された場合、少な

い菌数でも食中毒を起こすことがあります。潜伏期間は、平均３～８日とされてお

り、主な症状は腹痛と下痢ですが、重症化すると激しい腹痛と著しい血便を伴う出

血性大腸炎がみられ、溶血性尿毒症症候群（ＨＵＳ）や脳症を併発し、死に至るこ

とがあります。特に乳幼児や小児、高齢者は重症化しやすいため注意が必要です。

腸管出血性大腸菌は、７５℃で１分間以上の加熱や次亜塩素酸ナトリウムによる

消毒などにより死滅させることができます。

動物用医薬品

動物用医薬品は、牛、豚、鶏等の畜産動物や養殖魚に対し、病気の治療や予防の

ために使用されるもので、抗菌性物質（抗生物質、合成抗菌剤）、内寄生虫用剤、

ホルモン剤等に分類されます。

抗菌性物質は、微生物の発育を抑える物質のことで、家畜の飼育や魚の養殖等の

生産現場において、感染症の治療や予防のため使用される。微生物から作られる「抗

生物質」と化学的に合成される「合成抗菌剤」があります。

内寄生虫用剤は、体内に寄生する寄生虫を駆除する目的で、牛、豚等の家畜に投

与される薬剤をいいます。

と畜場

と畜場法で定義する獣畜を食用に供する目的でとさつし、又は解体するために設

置された施設をいいます。

と畜場法

と畜場の経営及び適正な獣畜の処理を確保するために必要な規制を講じ、国民の

健康の保護を目的とした法律です。

と畜検査

と畜場でとさつ・解体される獣畜（牛、馬、豚、めん羊、山羊）の疾病を排除し、

枝肉や内臓可食部の食用としての適否を判断するために、と畜検査員（獣医師）に

より実施される食肉衛生検査をいいます。

【な】

中抜とたい
．．．

とさつし羽毛を取り除いた食鳥のとたいから内臓を摘出したものをいいます。
．．．
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認定小規模食鳥処理施設

食鳥処理場のうち、年間処理羽数が３０万羽以下の施設で、食鳥処理衛生管理者

による食用としての適否の確認が行われています。

農林物資の規格化及び品質表示の適正化に関する法律（JAS法）

食品衛生法とともに食品の表示を規制する法律で、農林物資の品質の改善・生産

の合理化・取引の単純公正化・使用又は消費の合理化を図ることと、適正表示によ

って一般消費者の選択に資することを目的に、農林水産大臣が定めています。

農林水産大臣が規定した日本農林規格による格付検査に合格した製品にJASマー

クを付けることを認めるJAS規格制度（有機食品の検査、認証も含む）と、品質表

示基準に従った表示を飲食料品に義務付ける品質表示制度の２つの制度からなって

います。

ノロウイルス

小型の球形ウイルスで、冬期に多く発生する食中毒の病因物質として報告されて

います。

下水、河川、沿岸海域を汚染したノロウイルスは、主にカキなどの二枚貝に蓄積

され、これらの貝を喫食することで体内に入り、２４時間から４８時間で、下痢、

嘔吐、発熱（38℃以下）等の症状を起こします。

ごく少量（１０～１００個）でも感染し、発症率も高いのが特徴です。

このウイルスは感染力が強く、食品を介した感染以外にも、ウイルスに汚染され

た人の手や水、飛散した嘔吐物による経口感染が起こります。

なお、食品の中心部を85℃～90℃で90秒以上加熱すること等で予防できます。

また、調理器具類の消毒には、熱湯または次亜塩素酸ナトリウム溶液（漂白剤）

が有効です。エタノールや逆性石鹸は十分な効果が期待できません。

【は】

ＨＡＣＣＰ（ハサップ、ハセップ、ハシップ Hazard Analysis and Critical

Control Point）

原材料から製品に至る各食品製造工程における危害を分析し、各工程ごとに管理

することにより、危害の発生を予防する衛生管理システムのことで、日本語では「危

害分析重要管理点方式」と訳されます。

パブリックコメント

県民等から多様な意見を集め、それらを考慮した意思決定を行うことをいいます。

放射性物質

放射線を出す能力（放射能）を持つ物質を放射性物質と呼びます。多くの原子は
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安定な状態で存在していますが、一部の不安定な原子は、粒子（原子よりも小さな

粒）や電磁波を放出しながら崩壊し、徐々に安定な原子に変わっていきます。この

ときに放出する粒子や電磁波が放射線です。放射線には、アルファ（α）線、ベー

タ（β）線、ガンマ（γ）線、エックス（Ｘ）線、中性子線などの種類があり、種

類によって物を通り抜ける力が異なります。また、放射性物質の種類によって放出

する放射線の種類が異なります。例えば、東京電力福島第一原子力発電所事故の影

響により食品から検出されている放射性セシウム（セシウム134、セシウム137）は

ベータ（β）線とガンマ（γ）線を放出します。

《食品中の放射性物質の基準値》

食品中の放射性物質については、原発事故直後に厚生労働省により食品衛生法

上の暫定規制値が定められましたが、より一層の食品の安全・安心を確保するた

め、平成２４年４月から暫定規制値を引き下げた新たな基準値が適用されました。

新たな基準値（ﾍﾞｸﾚﾙ／kg）

食品区分 放射性セシウム

飲料水 １０

牛乳 ５０

乳児用食品 ５０

一般食品 １００

※ 放射性ヨウ素については、半減期が短くすでに検出が認められないため、基準
値が設定されていません。

※ 一部の食品については、経過措置により平成２４年４月以降も一定期間暫定規
制値における放射性セシウムの値が適用されます。

《参考》暫定規制値（ﾍﾞｸﾚﾙ／kg）

食品区分 放射性ヨウ素 放射性セシウム

飲料水 ３００ ２００

牛乳・乳製品 ３００※１ ２００

野菜類 ２０００※２ ５００

魚介類 ２０００ ５００

穀類 ― ５００

肉・卵・その他 ― ５００

※１ 100Bq/kgを超えるものは、乳児用調製粉乳及び直接飲用に供する乳に使用し
ないよう指導します。

※２ 根菜、芋類については、放射性ヨウ素の規制値が設定されていません。

【ま】

命令検査

規格に合わない食品等を発見したときに、製造者の検査能力からみて、引き続き

規格に合わない食品等を製造するおそれがある場合などに、行政の命令に基づいて

行う検査のことです。
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【ら】

リスク

食品を食べることによって、人の健康に悪影響が起きる可能性とその程度（健康

への悪影響が発生する確率と影響の程度）です。

リスクコミュニケーション

消費者、生産者、食品関連事業者などの関係者がそれぞれの立場から情報や意見

を交換することです。リスクコミュニケーションを行うことで、検討すべきリスク

の特性やその影響に関する知識が深められ、関係者間の相互理解につながることが

期待されています。


